
























































SAM Social accountlnS matrix
NAMEA National accounting matrix including ecvironmental accounts
SEEA System for integrated environmental and economic accounting
帰属環境費用推計結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位: 10億円
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注1 :N20, CH4, HFCs, PFCs, SF6については廃棄物処理の祭に除去されるため,廃棄物の費用原単位を用いる
SEEA-SAM 簡略版195
日本の SAM に 日本版 SEEA を導入した
単位 1ー0 僧門
宝庫要素 所得支也 2 笠iHI 海外
SEEA -S AM の 簡略版 。
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14. SEEA JAPAN95 環境モデル」では， SEEA-SAM をベースに環境を考慮
に入れた CGE モデルを構築し，次章で行われる環境政策シミュレーションを準
備する。







そのほかの点では，世界銀行型の SAM ベースの CGE モデルの基本構造が維持さ
れている。
後者の副産物モデルでは，生産要素が労働，資本とされ，国内生産物が CET


















審査対象論文の貢献は, 2点あると考えられる｡ 1点目は, SEEA-SAMの独
自の推計である｡これは,データ面での貢献といえるであろう｡ ｢持続可能な発
展｣のためには,環境負荷を維持費用評価法で貨幣評価し経済の営みと関連付け
ることが必要であるという問題意識が基底にあることは既に見た通りである｡実
際,維持費用法の帰属環境費用は,政策当局の目標設定とそのためのコストを提
示するという意図なしには成立しえない｡そこには, NAMEAにはない,公的主
体の強いコミットメントが存在するのである｡
また,従来の日本版sEEAは,集計度が高く,それにもとづくモデル分析の
意義を大きく損なうものであったこと,産業分類の詳細な日本版NAMEAデータ
を用いた,本論文におけるSEEA-SAMの推計は,有意義なモデル分析の実行
を可能とする点で評価すべきものであると考える｡また, NAMEAのような物量
単位での環境負荷の推計と本論文のような維持費用ベースの貨幣評価されたそれ
との対比が可能となることも興味深い｡
2点目は,上記のSEEA-SAMデータに基づき,環境を考慮に入れたcGEモ
デルを構築し,環境税,排出権取引などについてシミュレーションを試みたこと
である｡これは,モデル分析の面での貢献といえるであろう｡環境･経済統合勘
定データを利用したsAMベースCGEモデル分析は,稀少であり,特に｢生産要
素モデル｣は,排出権取引との関係が明確であか),環境政策上の含意を汲み取り
やすい利点があると思われる｡
本研究の限界と今後進めるべき研究方向についても触れたい｡
第一に環境負荷の貨幣評価について,維持費用評価法による帰属環境費用の推
計に関して｢環境負荷対策費用の非線形性が考慮されていない｣という問題点が
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従来から指摘されている｡本論文の推計でも,原単位が一定とされており,上記
の問題点の解決がなされていない｡この点は,日本版sEEAの方法を可能なか
ぎり踏襲するという本論文の意図を認めたうえでも改善の余地があるだろう｡と
くに,測定という側面を越えてモデル構築の段階に進む場合,モデルにおいて環
境負荷対策費用の非線形性を記述し,環境負荷を軽減するための限界費用の増大
と排出権取引価格の変化を考慮に入れ, (たとえば,生産要素モデルにおける)
生産要素(労働,資本,環境)間の代替を検討することが必要であろうと思われ
る｡
第二にモデルの動学化が望まれる｡維持費用評価法を用いるねらいのひとつは
｢持続可能な発展｣の模索であるが,論文のCGEモデルは静学であり,環境税,
排出権取引などの導入が次期以降の経済成長,環境負荷にもたらす影響を考察し
ていない｡今後,動学モデルによる分析が必要であろう｡
第三に｢副産物モデル｣の再検討が望まれる｡本論文のモデルにおいて, CET
生産関数により通常の意味での財･サービスの生産と環境負荷の発生との関係が
うまくモデル化できているといえるのか,疑問がある｡また,その際,モデルの
基礎にあるSAMに含まれる購買力フローと価格の設定についても,さらに考察
が必要であろう｡
以上のような将来への課題を残すものの,谷口昭彦氏の学位請求論文は,今日
の環境経済学が取り組むべきテーマを問題意識に据え,それに基づくデータセッ
トの整備,モデルの構築がなされており,博士(経済学)の学位に値するものと
考える｡
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